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（１）背景

平成２５年１１月、｢インフラ長寿命化基本計画｣が策定され、中長期的な維持管理・更新に係るトータルコストの縮
減・予算の平準化を図る方向性が打ち出された。これを踏まえインフラ管理者が個別施設ごとの具体の対応方針を定
める計画として、｢長寿命化計画（個別施設計画）｣を策定することが求められている。

徳島大学は「インフラ長寿命化計画（個別施設計画）」の策定により、施設整備や維持管理に係わる、トータルコスト
の縮減や予算の平準化を図るとともに、戦略的な施設マネジメントと併せた老朽化対策により保有資産の魅力を高め、
持続可能で活力ある未来の実現に貢献する。

徳島大学インフラ長寿命化（行動計画）平成２９年３月学長承認

徳島大学 インフラ長寿命化計画（行動計画）

目 次

はじめに・・・・・・・・・・・・・・・・・・２

１．対象施設・・・・・・・・・・・・・・・・３

２．計画期間・・・・・・・・・・・・・・・・４

３．施設の現状と課題・・・・・・・・・・・・４
（１）施設の現状と課題

４．中長期的なコストの見通し・・・・・・・１３

５．必要施策に係る取組の方向性・・・・・・１３
（１）点検・診断、修繕・更新等
（２）基準類の整備
（３）情報基盤の整備と活用
（４）新技術の開発・導入
（５）予算管理
（６）体制の構築

６．フォローアップ計画・・・・・・・・・・１６

（２）目的

徳島大学インフラ長寿命化計画（個別施設計画）では大学施設が高度化・多様化する教育及び人材育成、先端的な
学術研究、高度先端医療の提供など徳島大学が果たすべき役割を担う重要な基盤であり、これらを適切に維持する
ために必要な修繕・改修・改築等の年次計画を立案し、厳しい財政状況のなか、将来にわたり必要なインフラ機能を
発揮し続けるために、トータルコストの縮減やコストの平準化を図り、良好で安心・安全なキャンパス環境を維持するこ
とを目的として策定する。さらに修繕・改修・改築の計画の策定では省エネルギー、省資源及び、環境負荷の削減の
観点や光熱水費等の経常的経費の削減等の面から検討する。

（３）計画期間

計画期間は、施設の更新周期や目標耐用年数までの維持保全等、長期的な視点による計画の策定が重要であるこ
とから、２０２４年度から２０７３年度までの５０年間とし、本計画書については中期目標中期計画初年度毎を目安に見
直すものとする。

（４）対象施設

対象施設は、延面積が１００㎡以上且つ用途が下記対象施設とする。
基幹設備は機器については耐用年数が超えるもの、ケーブル・配管等については耐用年数の２倍を超えるものを優

先に整備を進める。
なお病院については、別途計画に基づく。

非対象施設
①１００㎡以下の建物
②プレハブ建物

なお、これらの非対象施設については、予防保全型維持管理による費用の縮減効果が限定的となるため、経済性・
効率性に鑑み施設安全パトロール等に基づく事後保全を基本とした対応を行い、将来的に他建物との集約化等につ
いて検討を進める。

１．長寿命化の背景、目的等

43

分 野 対 象 施 設

建物（附帯設備含む）

（大学等）実験棟、研究棟、講義棟、実習棟 等

（共用施設）図書館、福利施設、課外活動施設、事務棟 等

（体育施設）体育館 等

（機械室等）維持管理センター 等

土木構造物等 グラウンド、道路、駐車場、駐輪場、緑地、共同溝 等

基幹設備 受変電設備、自家発電設備、構内電話交換設備、屋外電力・通信線、屋外給排水管、ガス管 等



１．新蔵団地対象建物

１．長寿命化の背景、目的等

65

（５）主要団地対象建物



２．南常三島団地対象建物

１．長寿命化の背景、目的等

87



３．蔵本団地対象建物

１．長寿命化の背景、目的等

109



４.石井団地対象建物

１．長寿命化の背景、目的等
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・施設整備費補助金等

計画的な
性能維持改修

建物の部分修繕、

点検不具合箇所の修繕

維持保全 各種点検

大規模改修
性能維持+機能向上

維
持
管
理
費

施
設
整
備
に
関
す
る
予
算

・点検保守・運転監視費

・修繕費

・大学改革支援・学位授与機構交付金
・施設維持管理費
・学内経費（学長裁量経費・目的積立金）

（施設整備費補助金の状況）

施設整備費補助金は減少傾向にあるため、老朽化した建物の大規模改修を行うための
十分な財源が確保できず、施設の老朽化・陳腐化が進行している

B表

C表

D表

Ａ表

（施設整備に関する予算）

施設の長寿命化に向け、施設整備に関する予算として施設整備費補助金、大学改革支援・学位授与機構交付
金及び施設維持管理費（スペースチャージ）、学内経費（学長裁量経費・目的積立金）、修繕費を計画的に使
用する。

平均実績額
1.402,944千円

施設整備に関する予算の推移

（１）施設整備及び維持管理に関する予算構成１

Ａ

B

C

D

２.予算等の構成
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補助金事業等

国立大学法人等施設整備予算額の推移

Ａ表

（千円）
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Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

修繕費、点検保守・運転監視費 大学改革支援・
学位授与機構交付金

施設維持管理費
（スペースチャージ）

学内経費
（学長裁量経費・目的積立金）

施設整備費補助金

（千円）

Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

修繕費、点検保守・運転監視費 189,364 153,985 166,077 274,997 691,164 810,854 782,007 595,775

大学改革支援・
学位授与機構交付金

32,000 32,000 32,000 32,000 32,000 32,000 32,000

施設維持管理費
（スペースチャージ）

0 0 0 50,000 50,000 51,593 51,561 52,545

学内経費
（学長裁量経費・目的積立金）

117,210 13,021 30,215 30,908 204,535 44,720 72,525 130,248

施設整備費補助金 792,900 40,660 178,568 1,110,833 1,321,590 1,486,251 459,270 1,046,177

合計 1,131,474 239,666 406,860 1,498,738 2,299,289 2,425,418 1,397,363 1,824,745



計画的な
性能維持改修

建物の部分修繕、

点検不具合箇所の修繕

維持保全 各種点検

大規模改修
性能維持+機能向上

・施設整備費補助金等

・大学改革支援・学位授与機構交付金
・施設維持管理費
・学内経費（学長裁量経費・目的積立金）

・修繕費

・点検保守・運転監視費

（性能維持改修に関する予算）

施設の物理的な性能を維持するために行う、性能維持改修に関する予算は大学改革支援・学位授与機構交付金及び
施設維持管理費（スペースチャージ）、学内経費（学長裁量経費、目的積立金等）を計画的に使用する。

・大学改革支援・学位授与機構交付金 ： 32,000千円
・施設維持管理費 ： 50,000千円
・学内経費（学長裁量経費・目的積立金）：37,781千円

性能維持改修費

平均実績額 140,385千円/年

維持管理

（２）施設整備及び維持管理に関する予算構成２

D表

B表

C表

Ａ表

Ａ

B

C

D
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営繕事業等

法改正や人件費の高騰による点検・保守・運転監視費等の増加に圧迫され修繕費は減少している。

※病院除く

C表 D表

修繕費と点検保守・運転監視費等の推移

※病院除く

・点検保守・運転監視費

性能維持改修に関する予算の推移

B表

（千円）

（千円）
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Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

大学改革支援・
学位授与機構交付金

施設維持管理費
（スペースチャージ）

学内経費
（学長裁量経費・目的積立金）

（千円）

Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

大学改革支援・
学位授与機構交付金

32,000 32,000 32,000 32,000 32,000 32,000 32,000

施設維持管理費
（スペースチャージ）

0 0 0 50,000 50,000 51,593 51,561 52,545

学内経費
（学長裁量経費・目的積立金）

117,210 13,021 30,215 30,908 204,535 44,720 72,525 130,248

合計 149,210 45,021 62,215 112,908 286,535 128,313 156,086 182,793
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Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５



・施設の老朽化の進行

・大学としてのリスク
（機能面、経営面、安全面）

・厳しい財政状況

・膨大な施設を効果的・効率的に維持するた
め、長寿命化により既存施設を最大限活用
することが必要。

・既存施設の活用により、改築よりも廃棄物
や二酸化炭素の排出量を削減し環境負荷を
低減。

・長寿命化により既存施設を活用しながら、歴
史と伝統を継承するとともに、利用者の愛着
を醸成。

（適切な維持管理）
・定期的に劣化状況やリスクを把握し修繕を実施。
・予防保全と事後保全を整理。

（計画的な施設整備）
・施設の耐用年数は８０～１００年程度を目標。
・２０～２５年程度の間隔で性能維持改修を実施。

①施設の総量の最適化と重点的な整備（施設のトリアージ）

（保有施設の総量最適化）
・長期的に必要となる施設と将来的に不要となる施設の峻別。

（施設整備や維持管理の範囲や内容等の重点化）
・重点的な投資により機能向上する施設、物理的な性能を維持する施設等の分類。

②サスティブルな仕組みの構築

（施設情報の把握・分析・活用）
・施設の劣化状況やリスク、教育研究ニーズへの適応状況等をデータベース化し一元的

に管理。
（好循環システムの構築）

・施設の総量等に応じた多様な財源を確保する。
・空調機器等の更新を行い、光熱水費等を縮減し、それを更なる施設整備等に還元。

（実施体制の充実）
・専門知識を有した人材の確保、実施体制の充実。

施設の長寿命化の必要性

長寿命化に向けた施設マネジメントの取組

個別施設の長寿命化に向けた基本的なライフサイクル

３．徳島大学の施設の長寿命化に向けた基本的な考え方
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【Ａ－１】
機能向上＋性能維持

【Ａ－２－Ⅰ】【Ａ－２－Ⅱ】
性能維持

【Ａ－３】
改築・集約化等

【Ｂ－１】
安全性の確保

【Ｂ－２】
取壊し

建物・・・鉄筋コンクリート造または鉄骨造等

基幹設備・・・自家発電設備、受水槽設備、屋外給排水、ガス、電気

屋外施設・・・共同溝、門、駐輪場、囲障、外灯等

【Ａ－２－Ⅰ】
大学教育・研究施設

大学図書館

大学体育施設・支援施設

大学管理施設・設備室等

大学宿泊施設

【Ａ－１】

【Ａ－２－Ⅰ】

【Ａ－２－Ⅰ】

【Ｂ－１】

【Ａ－１】

【Ａ－２－Ⅱ】

【Ａ－２－Ⅱ】

【Ｂ－１】

【Ａ－２－Ⅱ】

長寿命化改修歴の有無（築40年）

なし あり

【Ａ－２－Ⅱ】

建物のトリアージ基準
【優先度を決定して選別】

施設の総量の最適化と重点的な整備

持続可能なキャンパスを次の世代に継承 ・・・・・・ サステイナブルな施設整備や維持管理の実現・トータルコスト縮減・予算の平準化

築50年以上

【Ａ－２－Ⅰ】

【Ａ－２－Ⅱ】

【Ｂ－１】 【Ｂ－２】

築80年以上

【Ａ－３】

【Ａ－２－Ⅱ】

【Ｂ－１】 【Ｂ－２】

【Ａ－３】

教育・研究の基盤である施設を安全安心な場として提供するために本
学のビジョン、施設の現状、財政状況等を踏まえ、将来にわたる施設
整備や維持管理に係る費用等の見通しを立てる。

【Ａ－２－Ⅱ】

【Ｂ－１】

【Ａ－２－Ⅱ】

【Ｂ－１】

【Ｂ－２】

【Ａ－３】

【Ｂ－２】

【Ａ－３】

手法

【Ｂ－１】

【Ｂ－２】 【Ｂ－２】

【Ａ－３】
PPP/PFI 等

対象施設

部局ヒアリング 長寿命化カルテ 施設パトロール

施設マネジメントサイクル

【Ａ－１】機能向上＋性能維持・・『リノベーション』教育研究診療等のニーズに対応して機能向上＋リニューアル
【Ａ－２－Ⅰ】性能維持・・・・・『リニューアル』施設の物理的な性能を維持する施設更新
【Ａ－２－Ⅱ】性能維持・・・・・『パーツリニューアル』施設の物理的な性能を維持する施設更新
【Ａ－３】改築・集約化等・・・・『スクラップアンドビルド』老朽化して非効率な施設を集中化や効率化
【Ｂ－１】安全性の確保・・・・・『セーフティー』最小限の投資により安全性を確保する施設
【Ｂ－２】取壊し・・・・・・・・『ダウンサイジング』規模を小さくしコストの削減や効率化

総合的な施設マネジメントを継続的に実施し、施設のトリアージを踏まえた対策を実施す
ることで、トータルコストの縮減や予算の平準化を図り、持続可能なキャンパスを実現し次
の世代に継承する。

施設の劣化状況等を踏まえた上で長寿命化の可否を判断

長期的に必要となる施設と将来的に不要となる施設をトリアージし、保有施設の総量の最適化
を図り、真に必要性の高いものから重点的にＡ-1～Ａ－２－Ⅱを行う。

【Ａ－１】
【Ａ－２－Ⅰ】
施設整備費補助金
大学改革支援学位
授与機構交付金
【Ａ－２－Ⅱ】
施設維持管理費
学長裁量経費
【Ｂ－１】
施設保全経費

【Ａ－２－Ⅱ】

【Ａ－２－Ⅱ】

【Ａ－２－Ⅱ】

築20年程度

【Ａ－２－Ⅱ】

【Ａ－２－Ⅱ】

【Ａ】長期的に必要となる施設
（改築も含め施設として保有しておく必要があるもの）

『徳島大学 施設トリアージ』
長期的に必要となる施設の総量を判断

【Ｂ】将来的に不要となる施設
（将来的に改築せず取り壊すもの）

大学経営基盤強化

４．施設の長寿命化に向けた基本的な考え方【施設のトリアージ】
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各年度詳細改修履歴 （施設マネジメント部専用）

・ガスヒートポンプ ヤンマー（株）

・電気ヒートポンプ 三菱電機（株）　他

・氷蓄熱ユニット ダイキン工業(株)

・排水ポンプ （株）荏原製作所

・自動火災報知器 能美防災（株）

・屋内消火栓 （株）立売堀製作所

平成２２年度修繕工事 ・太陽光発電設備（20kW） 明電舎

平成２３年度修繕工事 　製造2002年

平成２４年度修繕工事

平成２５年度修繕工事

平成２６年度修繕工事

準備中

太陽光発電設備

停止中(2017～)

R22冷媒使用機器有り 空調(ヤンマー製50台ダイキン製8台,東芝製1台,三菱重工製1台)

ヤンマー製GHP空調機についてメーカーより部品供給停止（令和元年５月２２日付け）

・コンデンシングユニット三菱電機製1台

バリアフリーマップ

長寿命化個別施設計画
緊急度の目安（屋上防水・外壁・廊下・階段）
Ａ 概ね良好 Ｂ 部分的に劣化 Ｃ 広範囲に劣化 Ｄ 具体的な不具合が発生

緊急度の目安（トイレ衛生設備・電気設備・機械設備）

Ａ 概ね良好 Ｂ 部分的な不具合の発生 Ｃ 具体的な不具合が発生

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 20 25 30 35 40 45 50 55 60 65 70 75
改築

202,736 812,000 226,597 1,861,530

総額 3,102,863

（千円）
経過年数 80

竣工
性能維持

維持管理（点検・修理）
性能維持＋機能向上

維持管理（点検・修理）
性能維持

維持管理（点検・修理）

外灯

電話

構内配線図低圧

光熱水消費量実績 建築竣功図

電気設備竣功図

スペース利用状況調査 機械設備竣功図
特
記
事
項

各種資料へのリンク

改
修
内
容

・外壁改修（２０１６年度）

浄化槽 設置無し

廃棄物（ごみ） （有）山岡清掃社（３年契約）元.2 .3

機械室

機械設備 A 廊下・階段

空調方式 個別空調方式（GHP）一部氷蓄熱・EHP

清掃 ㈱ティビィケイ（３年契約）元.2.3

ＰＣＢ 保管状況一覧 設置なし

B 電気設備 C

ＥＶ保守履歴 一般乗用　１５人乗り　　６０m/分　　地震管制・車いす　機械室レス　日立製作所製

身障者対策 別紙一覧表参照

圧力容器 設置なし

トイレ

消防設備 屋内消火栓設備・自動火災報知設備・消火器

避難器具 緩降機（３Ｆ）
電気室(7階)

- 中央受水槽よりポンプ圧送

改修必要部位写真

排水 雨水　汚水合流式　　　公共下水道

C 屋上 A 外壁 A

給水 受水槽 無し - 高架水槽 無し

Ａ
ガス種別 １３Ａ

ＧＨＰ 口径 １００ Ａ

ＫＶＡ

ガス 契約種別
一般 口径 ７５

電気
三相 150*2 ＫＶＡ

契約種別 高圧Ｂ季節別時間帯別電力Ⅱ型（蓄熱調整）
単相 150*2

平成３０年度修繕工事

ＡＥＤ 設置の有無 無 設置年度 － 設置場所 近隣建物設置状況

アスベスト １％超 含有なし ０．１％超 含有なし

平成２７年度修繕工事
保全指導書・機器取扱説明書

耐震補強工事 新耐震基準建物
平成２８年度修繕工事

建物全景 平成２９年度修繕工事

耐震診断 Ｉｓ値 － Ｃｔu.SD － 新耐震基準建物

㈱設備技研

施工業者 建築 飛鳥・岡田共同 電気 ㈱大三洋行 機械 ㈱精研

設計 建築 ㈱教育施設研究所 電気 ㈱設備技研 機械

平成１８年度修繕工事

平成１９年度修繕工事

建物用途 大学（実験棟 外装 タイル張り 屋上防水 シート防水
平成２０年度修繕工事

平成２１年度修繕工事

用途地域 第一種住居地域 都市計画 市街化区域 防火地域 指定なし

基本情報

地名地番 徳島市南常三島町2丁目１番地
平成１６年度修繕工事 更新年次計画表

平成１７年度修繕工事

長寿命化カルテ

団地名 棟番号 建物名称 構造・階

実験棟 改修履歴 機器データ南常三島

床面積（㎡） 建設年度 建物種別 保守情報（基幹設備のみ）

１６４ 総合研究実験棟（平面図） R７－１ 5,641 2001 2016

（１）施設情報の把握・分析・活用

施設の総量の最適化と重点的な整備を行うためには、施設の劣化状況やリスク、改修や修繕の履歴と費用、教育
研究ニーズへの適応状況等の情報を一元的にデータベース化する等、全学的な情報として把握・分析し活用すること
が必要であり、徳島大学では、すべての建物において｢長寿命化カルテ｣を作成し、情報管理の一元化を図っている。
また、施設の劣化状況や財政状況等の定量的なデータと教育研究ニーズ等の定性的な評価を合わせて把握・分析す
ることが必要であるため、施設の現状を全学的に共有し、施設整備や維持管理に対する理解を深めるともに、学内
ニーズを収集し情報の充実を図る。

＜長寿命化カルテ＞

部位別
劣化状況

建物基本情報

改修計画

改修履歴

（２）好循環システムの構築

施設整備費補助金や運営費交付金に加え、民間資金の活用、施設維持管理費（スペースチャージ）、競争的資金の
間接経費、 施設の総量等に応じた多様な財源の確保が必要である。また、施設の総量の最適化により維持管理費等
を縮減し、多様な財源の確保を目指し、確保した財源で老朽化した空調等設備の更新を行い、光熱水費等を縮減し、
それを更なる施設整備や維持管理の好循環を生む仕組みを企画して行きたい。

（３）長寿命化に向けた実施体制の充実

施設マネジメント部職員は長寿命化に向けて個別施設の劣化状況等を把握し、徳島大学の教育研究や財務等の戦
略と整合を図りながら、具体的な計画を策定・実行していくことが重要で、施設整備費補助金等の予算の示達状況を
みながら、それぞれの施設修繕計画（各部位別）についてはその都度、修正、策定を行う。

５．サステイナブルな仕組の構築
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築６０年築３０年

維持管理 維持管理

性能維持
＋

※機能向上
竣工 改築

点検・修繕 点検・修繕

〇従来の施設のライフサイクルのイメージ

（１）適切な維持管理

施設を安全で良好な状態で活用し続けるためには、建築基準法第１２条及び関係政省令・告示等による法定点検
（以下、「１２条点検」という。）に加え、施設安全パトロールを定期的に実施し、劣化状況やリスクを把握し修繕を実施
する等、適切な維持管理を行うことが必要である。なお、１２条点検等が義務づけられていない施設についても定期的
な点検を行う。

特に、外壁等のタイルやコンクリート片等の落下は人的被害の発生が危惧されるため、定期的な点検を実施し、予
防保全を行う必要がある。また、躯体の劣化は耐久性に大きく影響するため、外壁や屋上防水の修繕等の維持管理
を適切に実施する。

施設を高いレベルで良好な状態に保つためには予防保全を行う必要があり、全てを一律に予防保全で行うとコスト
が増加するため、劣化状況等を踏まえ予防保全を行うもの、事後保全で対応していくものを整理し、効果的・効率的に
維持管理を行う。

（２）計画的な施設整備

施設を長期間利用していくためには、施設の物理的な性能を維持するための改修（以下、「性能維持改修」という。）
を適時適切に行うことが必要あり、長寿命化を図る施設の耐用年数と性能維持改修については、次の考え方を基本と
しつつ、適切に実施する。なお、徳島大学の施設は用途や整備年代が多様であり、一律にあてはめることは困難であ
ることから、個別に施設の劣化状況等を踏まえて判断する。

①長寿命化を図る施設の耐用年数は、８０～１００年程度を目標とする。

②長寿命化を図るためには、維持管理を適切に実施すると共に20～25年程度の間隔で次の性能維持改修を実施す
る。あわせて、法令改正等への対応についても検討する。なお、目標使用年数が20～25年に設定されていない部位に
ついては、定期的な点検により劣化状況を把握し、修繕等を実施しつつ、改修・更新時期を判断する。

・20～25年、60～75年（性能維持）
性能維持： 設備（空調・EV）の更新や屋上防水・外壁の改修、

・40～50年：（性能維持＋機能向上）
性能維持：設備（空調・照明・給排水・EV）の更新や屋上防水・外壁、内装の改修
機能向上：建具、躯体の耐久性回復、教育研究ニーズ等を踏まえた改修等

６．個別施設の長寿命化に向けた基本的なライフサイクル
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※機能向上改修：教育研究ニーズ等を踏まえ適宜実施

維持管理 維持管理 維持管理 維持管理
竣工 性能維持 性能維持＋

※機能向上 性能維持 改築

築２０～２５年 築４０～５０年 築６０～７５年 築８０～１００年

点検・修繕 点検・修繕 点検・修繕 点検・修繕

〇長寿命化に向けた施設の基本的なライフサイクルのイメージ



（２）今後の５０年間で必要となる改修金額

本学が所有する建物で長期的に使用する建物を性能維持改修及び機能改修等を行い、建築後８０～１００年使用し
た後建替をする中で、今後５０年間でも莫大な改修費用が必要となる。国の厳しい財政状況の下では、対応しきれな
い施設が大幅に増加する恐れがある。中長期的な維持管理等に係るトータルコストの縮減・予算の平準化を実現する
ため、改築より工事費が安価で、廃棄物や二酸化炭素の排出量が少ない長寿命化改修への転換を図るようにするこ
とが重要である。あわせて築後８０年を越える施設は改築の検討も行う。

今後５０年で必要となる改修金額

(１）今後の維持管理・更新コスト（長寿命化）イメージ図

改築中心の従来型より長寿命化へ更新、鉄筋コンクリート造の学校施設の法定耐用年数は，４７年となっているが，
これは税務上，減価償却費を算定するためのものである。物理的な耐用年数はこれより長く，適切な維持管理がなさ
れ，コンクリート及び鉄筋の強度が確保される場合には７０～８０年程度持たせるような長寿命化も可能である。

従来型から長寿命化へのイメージ図

７．今後の維持・更新コストの把握
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下記グラフは今後５０年間で必要となる改修金額
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修繕費 点検保守・運転監視費

長寿命化の更新コスト（学内経費） 平準化した長寿命化の更新コスト（学内経費）

平
準
化

予
算

（３）平準化した長寿命化の更新コスト比較
性能維持改修費 修繕費 点検保守・運転監視費（学内経費）

コストの平準化により、効率的・効果的な老朽施設の再生によるトータルコストの縮減を図る。 下記のグラフは性能維持改修費（防水・外壁・EV・空調）の年度ごとの更新コストを合算。

予算B：性能維持改修費

予算C ：修繕費＋予算D：点検保守・運転監視費

予算B：性能維持改修費

予算C ：修繕費＋予算D：点検保守・運転監視費

（億円）

（億円）

6

3.6

修繕費 点検保守・運転監視費（億円）

6

3.6

平均３.６（億円）
平均３.６（億円）
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維持保全対策を
確実に実施

施設の状況を把握
(長寿命化カルテ)
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（１）各部位の劣化状況評価基準の設定

個々の施設の劣化状況調査おいては、今後のリスクを的確に把握する必要があり、主な部位ごとに、統一した基準で客観
的に評価を行う必要がある。

ここでは、「国立大学法人等施設の長寿命化に向けたライフサイクルの最適化に関する劣化状況評価参考資料の作成に
向けたアンケート調査」の結果を基に、国立大学法人等施設に共通する主な部位の劣化状況評価基準を整理した。

なお、１２条点検及び施設安全パトロールで定期的に劣化状況調査を実施し、外壁タイルやコンクリート片の落下による人
的被害の発生の危惧、屋上防水不良による漏水等が発生した場合は長寿命化計画（個別施設計画）のサイクルによらず適
切に修繕・改修を行う。

インフラ長寿命化計画（個別施設計画）策定に際しての考え方

インフラ長寿命化計画の策定においては、施設の現状（老朽化状況、躯体の状況）、施設のトリアージ（キャンパスマスター
プランを踏まえ、長期的に必要となる施設の総量を判断）、将来にわたる施設整備や維持管理に係る費用、財政状況の見通
し等を踏まえ既存施設の必要性を選別した上で、それぞれの施設に応じたライフサイクルを検討する際に参考となる（１）部
位の劣化状況判断基準の設定、及び（２）中長期的な修繕・改修計画の策定におけるコストの平準化等の考え方、（３）基幹
整備の事業継続計画（BCP）の考え方について記載した

①劣化状況評価基準の考え方

○防水・外壁については、

「Ａ：概ね良好」
「Ｂ：部分的に劣化（安全上、機能上問題なし）」
「Ｃ：広範囲に劣化（安全上、機能上、不具合発生の兆しあり）」
「Ｄ：具体的な不具合が発生」の４段階評価としている。

○漏水等の具体的な不具合が起こってから修繕や改修を行う場合、教育研究活動に影響を与えるだけではなく、躯体にも
影響を与え建物全体の寿命を縮める事態になりうることが想定される。また、部分的な劣化であっても、適切なタイミングで
修繕がなされないと、特定の劣化部分が深く進行し、具体的な不具合が発生する可能性がある。
そのため、「Ａ」の段階から日常的な点検を実施し、「Ｂ」の段階で部分的な修繕を検討する必要がある。「Ｃ」の段階に達した
場合は、目標使用年数より早期であっても、性能維持改修を検討する必要がある。

○長寿命化を図るにあたっては、「Ａ」の段階から定期的な点検を実施し、「Ｂ」の段階では広範囲に影響が及ぶ前に部分的
な修繕を検討する必要がある。「Ｃ」の段階に達した場合は、教育・研究活動に多大なる影響を与える設備もあることから、目
標使用年数より早期であっても、性能維持改修を検討する必要がある。

○建物用途によっては、室内への漏水等により教育研究活動に支障が生じるだけでなく、重要な実験装置や貴重な資源等
に被害を与える可能性があることから、リスクを考慮し、点検頻度を高めたり、修繕や改修を前倒しする等の取組が必要であ
る。

○外壁等のタイルやコンクリート片等の落下は、人的被害につながるおそれがあることに留意して、定期的な点検を実施し、
予防保全を行うことが重要である。

○設備については、

「Ａ：概ね良好」
「Ｂ：部分的な不具合の発生」
「Ｃ：重大な不具合の発生」の3段階評価としている。

【劣化状況調査表】

８．インフラ長寿命化計画（個別施設計画）策定に際しての考え方
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・屋上防水については、「Ｂ」の段階であっても、適切なタイミングで修繕がなされないと、特定の劣化部分が深く進行し、
具体的な不具合が発生する可能性があることから、定期的に劣化状況調査を実施し、早期に部分的修繕を実施する
ことが重要である。

・建物用途によっては、室内への漏水により教育研究活動に支障が生じるだけでなく、重要な実験装置や貴重な資源
等に被害を与える可能性があることから、リスクを考慮し、点検頻度を高める等の対策が必要である。

・屋上防水については、「Ｂ」の段階であっても、適切なタイミングで修繕がなされないと、特定の劣化部分が深く進行し、
具体的な不具合が発生する可能性があることから、定期的に劣化状況調査を実施し、早期に部分的修繕を実施する
ことが重要である。

・建物用途によっては、室内への漏水により教育研究活動に支障が生じるだけでなく、重要な実験装置や貴重な資源
等に被害を与える可能性があることから、リスクを考慮し、点検頻度を高める等の対策が必要である。

【防水】コンクリート押え（アスファルト防水）

Ａ：概ね良好 Ｂ：部分的に劣化（安全上、機能上、問題なし）

Ｃ：広範囲に劣化（安全上、機能上、不具合発生の兆し
あり）

Ｄ：具体的な不具合が発生

【防水】塩ビ系シート防水

Ａ：概ね良好 Ｂ：部分的に劣化（安全上、機能上、問題なし）

Ｃ：広範囲に劣化（安全上、機能上、不具合発生の兆し
あり）

Ｄ：具体的な不具合が発生

②劣化状況評価
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・外壁のタイル張りについては、「Ｂ」の段階であっても、適切なタイミングで修繕がなされないと、特定の劣化部分が深
く進行し、具体的な不具合が発生する可能性があることから、定期的に劣化状況調査を実施し、早期に部分的修繕を
実施することが重要である。
・外壁のタイルの落下は、人的被害につながるおそれがあることに留意して、定期的な点検を実施し、予防保全を行う
ことが重要である。
・建物用途によっては、室内への漏水により教育研究活動に支障が生じるだけでなく、重要な実験装置や貴重な資源
等に被害を与える可能性があることから、リスクを考慮し、点検頻度を高める等の対策が必要である。
・タイルの浮きについては、定期的な点検等により、発生状況を把握し、適切に修繕等を実施することが重要である。
外壁の打診による診断は、外壁周りに足場を設置するなどの大がかりな作業が発生するため、定期点検時には、赤
外線装置等で大まかな劣化状況を把握することも有効である。

【外壁】タイル張り

Ａ：概ね良好 Ｂ：部分的に劣化（安全上、機能上、問題なし）

Ｃ：広範囲に劣化（安全上、機能上、不具合発生の兆し
あり）

Ｄ：具体的な不具合が発生

・外壁の塗装・仕上塗材については、「Ｂ」の段階であっても、適切なタイミングで修繕がなされないと、特定の劣化部
分が深く進行し、具体的な不具合が発生する可能性があることから、定期的に劣化状況調査を実施し、早期に部分的
修繕を実施することが重要である。
・外壁のコンクリート片の落下は、人的被害につながるおそれがあることに留意して、定期的な点検を実施し、予防保
全を行うことが重要である。
・建物用途によっては、室内への漏水により教育研究活動に支障が生じるだけでなく、重要な実験装置や貴重な資源
等に被害を与える可能性があることから、リスクを考慮し、点検頻度を高める等の対策が必要である。
・塗装・仕上塗材の劣化状況の点検に併せて、躯体の劣化に関する状況（深いクラック、さび汁、爆裂等）も適切に点
検することが重要である。また、定期的な上塗り再塗装により、躯体の劣化防止、建物の美観の確保を図ることも重要
である。

【外壁】塗材、仕上塗材

Ａ：概ね良好 Ｂ：部分的に劣化（安全上、機能上、問題なし）

Ｃ：広範囲に劣化（安全上、機能上、不具合発生の兆し
あり）

Ｄ：具体的な不具合が発生
（室内への漏水）

②劣化状況評価
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・照明設備については、目視による不具合の発見が困難なため、具体的な不具合が発生する前であっても、目標使用
年数を踏まえて更新を検討することが望ましい。
・従来型の蛍光灯照明器具については、メーカーから生産終了時期が公表されていることに留意し、計画的な更新を
行うことが望ましい。

【設備】照明

Ａ：概ね良好 Ｂ：部分的な不具合の発生

Ｃ：重大な不具合の発生

・ユーザーまたは職員等がエレベーター設備内部を点検することは困難であるため、メーカー等の専門家による定期
的な点検・診断が必要である。
・劣化状況とは別に、「部品の供給停止」「法令適合」等の対応が求められる点に留意する必要がある。

【設備】エレベーター

Ａ：概ね良好 Ｂ：部分的な不具合の発生

Ｃ：重大な不具合の発生

②劣化状況評価

インフラ長寿命化計画（個別施設計画）
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・特定の業務用空調機については「フロン排出抑制法」に基づく「簡易点検」「定期点検」が必要なことに留意する必要
がある。
・劣化状況とは別に、「メーカーによる部品の供給停止」等の対応が求められる点に留意する必要がある。

【設備】空 調

Ａ：概ね良好 Ｂ：部分的な不具合の発生

Ｃ：重大な不具合の発生

・衛生設備（トイレ）の改修については、女子学生や留学生等の増加に対応したジェンダーフリー化やバリアフリー対応
などの学内ニーズも踏まえ適切なタイミングで実施を検討する必要がある。

【設備】トイレ

②劣化状況評価
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Ａ：概ね良好 Ｂ：部分的な不具合の発生

Ｃ：重大な不具合の発生



（３）基幹整備のBCP（事業継続計画）の考え方

東南海・南海地震等の巨大地震・津波発生を念頭に置き、水害、火災その他の災害を包含して、基幹整備の BCP（事
業継続計画）対策を行う。 BCP（事業継続計画）対策の採用にあたり改修計画、工法、材料、コスト等を検討を行い採用
する。

参考事例を下記に示す。

・電気室の津波浸水対策は、新蔵、蔵本は２階以上、南常三島は３階以上の階に電気室を設置する。また、既設の１階
の電気室については出入り口は水密性建具、アルミ製ガラス窓、換気口をコンクリート壁に改修する。また、ケーブル貫
通部の止水改修等を行う。

・排水管の耐震化、液状化対策として、リブ管、可とう性重圧管、可とう継ぎ手を採用する。

・埋設ガス管を耐震性、液状化に優れたポリエチレン管等を採用する。

・自家発電により災害時の停電時の電源確保する。

（２）中長期的な修繕・改修計画の策定におけるコストの平準化等の考え方

老朽化した膨大な施設を良好な状態に保つためには、修繕・更新等に必要な財源の計画的かつ安定的な確保が必要
であり、徳島大学ではスペースチャージを実施し｢施設維持管理費｣を確保しそれを充当するが、それだけでは不十分で
長寿命化計画を継続的に運用していくために、大学の経営層及び職員が施設の現状と課題を把握し、施設整備・維持管
理に見合う充分な予算を学内外含めて確保することが必要である。

・中長期的なインフラ長寿命化（施設個別計画）及び施設修繕計画（各部位別）を策定し、コストを含めた中長期的な見通
しを全学的に共有する。

・定期点検の結果を踏まえ良好な状態であると判断できる建物については「性能維持改修」または「機能向上改修」の実
施周期を見直しを行う。

・建物の部位もしくは設備の改修・更新時期が「性能維持改修」等の大規模な改修時期と近い場合は、健全性を確認した
上で併せて実施する。

4039

（１）各部位の目標使用年数

各部位の目標使用年数は徳島大学での実績を踏まえた年数としている。ただし、給排水は４０年だが、施設改修計画では（性
能維持＋機能向上 40年経年）の長寿命化改修時に改修を行うようにしている。

９ 施設修繕計画（各部位別）

①施設修繕計画（防水） ２０年
②施設修繕計画（外壁） ２０年
③施設修繕計画（空調） ２０年
④施設修繕計画（EV） ２０年

（2）維持・修繕・更新・改修コストについて

防水、外壁、空調、EV、給排水については徳島大学での実績を踏まえた単価を採用している。また、大規模改修及び改築、解
体単価は国立大学等の施設整備実績による単価を採用している。

９．施設修繕計画（各部位別）



改定履歴

施設・環境委員会・役員会承認 2020.03
施設・環境委員会承認 2024.03
役員会承認 2024.03.27
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